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茨城県福祉部障害福祉課長   

 

指定共同生活援助事業所に対する行政処分について 

 

 日頃より、本県の障害福祉行政に御理解と御協力賜り厚く御礼申し上げます。 

 本県において、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成 17 年法第 123 号。以下「法」という。）に基づき監査を行ったところ、

法令違反が認められ、令和７年７月 18 日、指定取消処分を行う事例が発生いた

しましたのでお知らせいたします（詳細は別添参照）。 

 障害福祉サービス等事業所における、虐待・不正請求等の発生防止および対応

については、これまでも度々周知・啓発をしてきたところです。 

 しかしながら、今回、不正請求とそれに伴う特別監査における虚偽報告、さら

には従業員による身体的虐待が行われたことは、誠に遺憾なことであります。 

障害福祉サービス等事業所におかれましては、事業所が障害者及び障害児の

人権を擁護する拠点であるということ、利用者に本当に安心してお過ごしいた

だく場であることを改めてご認識いただきますようお願いいたします。 

今後も、このような法令違反が確認された場合には、県としても厳正に対応す

るとともに、行政処分を受けることは、利用者の処遇はもちろんのこと、従業員

並びに関係者の生活にも多大な影響をおよぼすことになりますので、各事業所

においては、運営状況等を振り返り、適正な運営及び報酬請求を行っていただき

ますよう、改めてお願い申し上げます。 

 

茨城県福祉部障害福祉課自立支援 G 

TEL  ：０２９－３０１－３３６３ 

E-mail：shofuku-jiritsu-shisetsu 

@pref.ibaraki.lg.jp 

 



 

 

令和７年（2025 年）７月 18 日 

茨城県福祉部障害福祉課 

                                             

指定共同生活援助事業所に対する行政処分について 

 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」と

いう。）」に基づき監査を行ったところ、法令違反が認められたため、下記のとおり行政処分を行いましたので、

お知らせします。 

記 

１ 対象となる事業者 

・法人の名称  一般社団法人 olu olu（代表理事 越戸利江子） 

・事業所の名称  グループホームオルオル（所在地 牛久市岡見町 2733 番地 194） 

・サービスの種類 共同生活援助 

 ・利用定員数 10 人 

 

２ 行政処分の内容 

事業所の指定取消し 

（処分日：令和７年７月 18 日、指定取消年月日（処分効力発生日）：令和７年 11 月１日） 

 

３ 行政処分の理由 

（１）市に対する訓練等給付費の請求に関する不正（法第 50 条第１項第６号該当） 

利用者らが外泊して上記事業所に不在であった日（以下「外泊日」）について、当該利用者が外泊せ

ずにサービスの提供を受けたと偽り、令和４年５月から令和６年８月までの期間において、牛久市に

対し 1,838,523 円、つくば市に対し 1,212,164 円、合計 3,050,687 円の訓練等給付費を不正に請求し、

これを受領した。 

（２）法第 48条第１項に基づく監査における虚偽の報告（法第 50 条第１項第７号該当） 

   令和６年９月 24 日に実施された法第 48 条第１項に基づく県、牛久市及びつくば市の監査において、

外泊した利用者の人数、氏名、外泊先及び外泊日について虚偽の内容を記載した令和４年５月分から令

和６年８月分までの期間に係る事業日誌を提出した。 

（３）不正又は著しく不当な行為（法第 50条第１項第 11 号該当） 

   県に対し、法第 11 条第２項に基づく運営指導に際して提出を求められた運営指導事前提出資料とし

て、令和５年４月から令和６年５月までの期間において、利用者が外泊せずにサービスの提供を受けた

とする虚偽の内容を記載した資料を令和６年６月 20 日に提出した。 

（４）利用者への身体的虐待（法第 50条第１項第３号該当） 

    令和６年４月から同年７月上旬までの間、従業員Ａは、上記事業所内において、利用者Ｂに対し、日

常的に（１週間に２回程度の頻度）、首を絞める、頭や腹を殴るといった身体的暴力を行っていた。そ

の中で、 同年７月４日、Ａは、上記事業所内において、Ｂの首を絞める身体的暴力を行った。 

 

４ 指定取消しに伴う利用者の処遇について 

医療的ケア等が必要な重症心身障害者を中心に受け入れていることから、現利用者の処遇決定に最大限

配慮するため、処分の効力発生まで所要の猶予期間（３か月半程度）を設ける。 

 

５ 参考 

不正請求を理由とした指定取消しは、障害者自立支援法（平成 18 年～）以降では３件目 

事案の概要（県ホームページ公表） 
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１．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（平成十七年法律第百二十三号）（抜粋）

（ 報告等 ）
第四十八条
１ 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定障害福祉サービス事業者若し
くは指定障害福祉サービス事業者であった者若しくは当該指定に係るサービス事業所の従業者で
あった者（以下この項において「指定障害福祉サービス事業者であった者等」という。）に対し、
報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定障害福祉サービス事業者若
しくは当該指定に係るサービス事業所の従業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であった者
等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定障害福祉サー
ビス事業者の当該指定に係るサービス事業所、事務所その他当該指定障害福祉サービスの事業に
関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

（ 指定の取消し等 ）
第五十条
１ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害福祉サービス
事業者に係る第二十九条第一項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一
部の効力を停止することができる。

六 介護給付費若しくは訓練等給付費又は療養介護医療費の請求に関し不正があったとき。
七 指定障害福祉サービス事業者が、第四十八条第一項の規定により報告又は帳簿書類その他の物
件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。

八 指定障害福祉サービス事業者又は当該指定に係るサービス事業所の従業者が、第四十八条第一
項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若し
くは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。※以下略

九 指定障害福祉サービス事業者が、不正の手段により第二十九条第一項の指定を受けたとき。
十一 前各号に掲げる場合のほか、指定障害福祉サービス事業者が、障害福祉サービスに関し不正
又は著しく不当な行為をしたとき。

行政処分事由
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２．児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）（抜粋）

（ 報告等 ）
第二十一条の五の二十二
１ 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定障害児通所支援事業者若しくは指
定障害児通所支援事業者であつた者若しくは当該指定に係る障害児通所支援事業所の従業者であつた
者（以下この項において「指定障害児通所支援事業者であつた者等」という。）に対し、報告若しく
は帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定障害児通所支援事業者若しくは当該指定に
係る障害児通所支援事業所の従業者若しくは指定障害児通所支援事業者であつた者等に対し出頭を求
め、又は当該職員に、関係者に対し質問させ、若しくは当該指定障害児通所支援事業者の当該指定に
係る障害児通所支援事業所、事務所その他当該指定通所支援の事業に関係のある場所に立ち入り、そ
の設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

（ 指定の取消し等 ）
第二十一条の五の二十四
１ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害児通所支援事業者
に係る第二十一条の五の三第一項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部
の効力を停止することができる。

六 障害児通所給付費又は肢体不自由児通所医療費の請求に関し不正があったとき。
七 指定障害児通所支援事業者が、第二十一条の五の二十二第一項の規定により報告又は帳簿書類その
他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。

八 指定障害児通所支援事業者又は当該指定に係る障害児通所支援事業所の従業者が、第二十一条の五
の二十二第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せ
ず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌
避したとき。※以下略

九 指定障害児通所支援事業者が、不正の手段により第二十一条の五の三第一項の指定を受けたとき。
十一 前各号に掲げる場合のほか、指定障害児通所支援事業者が、障害児通所支援に関し不正又は著し
く不当な行為をしたとき。

行政処分事由



4

①共同生活援助事業所において、利用者らが外泊して上記事業所に不在であっ
た日について、当該利用者が外泊せずにサービスの提供を受けたと偽り、訓
練等給付費を不正に請求

②就労継続支援Ｂ型事業所において、利用者らが欠席して上記事業所に不在
であった日について、当該利用者が通所してサービスの提供を受けたと偽り、
訓練等給付費等を不正に請求

③就労継続支援Ｂ型事業所において、利用実績のない利用者を在宅で支援した
と偽り、訓練等給付費等を不正に請求

※通報を契機として判明

３．市町村に対する障害福祉サービス給付費等の請求に関する不正

（１）サービス利用日数の不正
〔 実例 〕

◇以上については、「市町村に対する請求額」と「実際の利用日数をふまえた
請求額」との差額が不正請求額
⇒不正請求額の返還＋当該不正請求額の４０％の追徴金支払い

・障害者総合支援法第50 条第１項第６号
・児童福祉法第21条の５の24第１項第６号
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①サビ管が３か月間以上不在（または常勤専従が求められるのにその実態が
ない）であるにもかかわらず、サビ管欠如減算を適用せずに、市町村に対
し障害福祉サービス給付費を請求し続けていた。
※広く人員体制を満たしていないにもかかわらず、必要とすべき減算（人員欠如減算）を適用
せずに、市町村に対し障害福祉サービス給付費を請求し続けていた場合も同様

②サビ管が個別支援計画を作成していなかったにもかかわらず（後付けで作
成して日付を遡って時系列的な整合性を図った場合を含む）、個別支援計
画未作成減算を適用せずに、市町村に対し障害福祉サービス給付費を請求
し続けていた。

※通報を契機として判明

３．市町村に対する障害福祉サービス給付費等の請求に関する不正

（２）サビ管（児発管）欠如減算、個別支援計画未作成減算の未適用
〔 実例 〕

◇以上については、「実際に請求していた額」と「サビ管欠如減算又は個別支
援計画未作成減算適用後の額」との差額が、不正請求額
⇒不正請求額の返還＋当該不正請求額の４０％の追徴金支払い
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４．不正の手段による指定

・障害者総合支援法第50 条第１項第９号
・児童福祉法第21条の５の24第１項第９号

（１）指定申請時に、人員配置を満たしていないのに満たしているかのよう
に偽って諸書類を提出し、指定を受けた場合

〔 実例 〕

（２）指定申請時に、協力医療機関の書類を当該医療機関の同意を得ること
なく偽造のうえ提出し、指定を受けた場合
※広く指定申請時の必要書類（例：建物の賃貸借契約書、消防関係の書類）について、当該書
類の名義人の同意を得ることなく偽造のうえ提出し、指定を受けた場合も同様

①指定申請時においてサビ管（児発管）としての勤務見込みのない者（例：
他事業所等に勤務中）の名義のみを借りて、その者が新事業所における
サビ管（児発管）であるとする諸書類（虚偽の雇用契約書等）を整え、
指定を受けた。

②指定申請時に、児童指導員として必要な実務経験を満たしていない者につ
いて、実務経験書を偽造（または虚偽の実務経験期間を記載した実務経
験書を作成）のうえ、指定を受けた。

※通報を契機として判明
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５．特別監査時の虚偽の報告

・障害者総合支援法第50 条第１項第７号
・児童福祉法第21条の５の24第１項第７号

〔 実例 〕
①虚偽の利用日数等を記載した訓練等給付費等明細書、就労継続支援提供
実績記録表、事業日誌等を提出

②非常勤職員について、常勤であったとする虚偽の内容を記載した出勤簿
を提出

◇要するに、特別監査時において、当該事業所における支援実態と乖離した
虚偽の内容を記載した資料を提出すれば「虚偽の報告」に該当

◇以上は、不正請求や不正手段による指定を隠ぺいする目的で行われること
がほとんど。利用者の支援状況の記録等の改ざん（日々の記録を、県運営
指導や監査対策のため、（水増し請求の実態と整合性を図るため）全部消
去など）を伴うような、極めて悪質性の高いケースも散見される。
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６．特別監査時の虚偽の証言

・障害者総合支援法第50 条第１項第８号
・児童福祉法第21条の５の24第１項第８号

７．不正又は著しく不当な行為

・障害者総合支援法第50 条第１項第11号
・児童福祉法児童福祉法第21条の５の24第１項第11号

〔 実例 〕
①県運営指導時において虚偽内容を記載した資料を提出

②県に対する虚偽内容の届出（サビ管変更届、体制加算届など）
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８．むすび

○障害福祉サービス事業所等は、障害者及び障害児の人権を擁護す
る拠点であり、利用者に本当に安心してお過ごしいただく場であ
るということ、また、当然のことながらそのような場で不正や虐
待があってはならないということを改めてご認識いただきますよ
うお願いいたします。

○今後も、もし今回紹介したような不正行為等が発覚・確認された
場合には、県としても厳正に対応いたします。

○指定取消し等の行政処分を受けることとなれば、利用者の処遇は
もちろんのこと、従業員並びに関係者の生活にも多大な影響をお
よぼすことになります。

○各事業所においては、今回紹介した不正行為事例について、役
員・管理者・従業員等に対する周知徹底と注意喚起を実施する
とともに、運営状況等を振り返り、適正な運営及び報酬請求
を行っていただきますよう、改めてお願い申し上げます。


